
技術提案作成要領

令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

に係る技術提案書の作成及び工事費内訳書の提出について

標記工事について、下記により技術提案書及び工事費内訳書を作成し、提出されたく

依頼します。

入札時には

・工事内訳書（社名及び代表者記名の上、押印のこと）

・総合評価落札方式（特別簡易型型）評価点申告書

の順に左上１箇所ホッチキス止めの上、提出を求めます。

なお入札後、発注機関から指示を受けた入札者は、指示を受けた日から起算して、原則

２日以内に技術提案書を作成し、「袋とじ」の上、１部提出して下さい。

技術提案書が提出されない場合は失格となりますのでご注意下さい。

記

１．工事の概要

（１） 工 事 名 令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

（２） 工事場所 日高郡日高川町大字 蛇尾 地内

（３） 工事内容 屋外附帯工事

インターロッキング舗装 334 ㎡、アスファルト舗装 1,552 ㎡
ベンチ設置 5台、グラウンド整備 6,985 ㎡
防球ネット（H-12） 35ｍ、撤去工事 一式、電気設備工事 一式

（４） 本工事は入札時に技術提案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評価して

落札者を決定する総合評価落札方式の適用工事である。

２．技術提案の内容

（１）提出を求める技術提案

作成する技術提案の内容は、次表のとおりとし、記載内容を証明する資料として、

以下の書類を提出すること。

① ・同種工事の施工実績等については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳの写しを添付する

こと。

・ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書（工事名、契約金額、工期、工事

内容、及び発注機関と請負業者の印を有する部分が確認できるもの）の写しを添付

すること。



・ＣＯＲＩＮＳ又は契約書で同種工事の施工実績が不明な場合については、構造図、

数量総括表等を添付すること。

② 配置予定技術者に係る資格者証等の写し。なお、監理技術者資格者証については、裏

面の写しも提出すること。

③ ＣＰＤ（継続教育）に係る証明書（証明期間の最終日から入札書を提出した日までの

期間が３ヶ月以内のものに限る。）の写し。（推奨単位以上の取得を必要とする。）

なお、証明書は、建設系継続教育「建設系ＣＰＤ協議会に加盟し、推奨単位を設定し

ている団体」とし、主任（監理）技術者となり得る資格に関する各学協会において発

行されたものを優位に評価する。

④ ＩＳＯ９００１の認定証の写し。

⑤ 代表者及び主任（監理）技術者が日高川町内で居住していることを証明するための書

面の写し。（住民票及び地元区長による居住証明書）必ず日付が記入されていること。

⑥ 日高川町商工会の発行する、日高川町内商工業者との取引割合証明書の写し。

（決算期間の最終日から入札書を提出した日までの期間が１年３ヶ月以内のものに

限る。）

（２）工事費内訳書

①工事費内訳書の金額（工事価格）は、入札書の金額と一致すること。一致しない場合

は失格となる。

（３） その他、失格判定基準は、和歌山県に準拠する。

※ 添付の「総合評価方式（特別簡易型）評価点申告書」に自己評価点を記入して

提出して下さい。



記載事項 内容に関する留意事項

１．企業の施工実績 （１）企業の施工実績

①施工実績は、平成２７年４月１日から入札書を提出した日までに完成し、引き渡しが完

了した、国又は地方公共団体等の発注する同規模以上「グラウンド整備（真砂土舗装）・

3,000㎡以上」の施工実績があれば、代表的なものを１件記載する。

②共同企業体としての施工実績は、出資比率 20％以上のものに限定する。

③記入要領

・工事名称：受注工事名とする。

・発注機関名：具体的に記載する。

・施工場所：具体的に記載する。

・契約金額：円単位とし、最終請負額を記載する。

・工期：契約の翌日から工事完了までの年月日を記入する。

・受注形態：単体、共同企業体の別を記入する。共同企業体の場合は出資比率も記入す

る。

・ＩＳＯ９００１認証：認証の有無を記載する。

④記載様式は様式２とする。

（２）工事成績

①工事成績は、令和３年４月１日から令和７年３月３１日までに完成し、引き渡しが完了

した契約額が１，５００万円以上の和歌山県県土整備部及び農林水産部発注の

土木一式工事を対象とする。対象となる工事成績が無い場合は６５点とする。

②共同企業体としての工事成績は、出資比率２０％以上のものに限定する。

③記入要領

・年度、工事番号：発注年度及び工事番号を記載する。

・工事名称：受注工事名とする。

・発注事務所等名：工事を担当した出先機関名、本庁にあっては課室名を記載する。

・施工場所：具体的に記載する。

・契約金額：円単位とし、最終請負額を記載する。

・工期：契約の翌日から工事完了までの年月日を記入する。

・受注形態：単体、共同企業体の別を記載する。

④記載様式は様式３とする。

２．配置予定技術者の

能力

（１）配置予定技術者の能力

①主任（監理）技術者は、予定者の氏名等を記載する。なお、技術提案提出時に配置予定

技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記載することができる。その場合、審査

については、各候補者のうち資格等の評価が最も低い者で評価する。また、実際の施工

にあたって技術提案に記載した配置予定技術者を変更できるのは、病気、死亡、退職等

の極めて特別な場合に限る。

②ＣＰＤ（継続教育）は、主任（監理）技術者となり得る資格に関する各学協会において

証明を得たものがあれば記載する。

③記載様式は様式４とする。



（３）技術提案書の提出方法

① 発注機関から指示を受けた入札者は、技術提案書を指示を受けた日から起算して、

原則２日以内に「袋とじ」の上、１部提出して下さい

（２）配置予定技術者の工事成績

①配置予定技術者が主任（監理）技術者又は特例監理技術者として従事した工事で、

令和３年４月１日から 令和７年３月３１日までに完成した契約額（消費税及び地方

消費税の額を含む）１，５００万円以上の和歌山県県土整備部及び農林水産部発注の

土木一式工事の成績評定点を全て記載すること。主任（監理）技術者又は特例監理技

術者として担当した対象工事がない場合は、主任技術者になり得る資格を有し、現場

代理人又は監理技術者補佐として担当した契約額が 1,500万円以上の和歌山県県土整

備部及び和歌山県農林水産部発注を対象とする。対象となる工事成績が無い場合は６

５点とする。

ただし、当該入札参加者以外に所属して行った工事は対象としない。

共同企業体構成員としての工事成績評定点は、出資比率が２０％以上の場合に限る。

配置予定技術者の資格等および配置予定技術者の工事成績において、入札時に配置予

定者が特定できない場合は、複数の候補者を記載することができる。ただし、複数の候

補者を記載する場合は、候補者１名につき各提案様式１枚とし、審査においては資格等

の評価が低い配置予定技術者で行う。

②記載様式は様式５とする。

３．地域貢献 （１）代表者及び配置予定技術者の居住地

代表者とは、日高川町に本店がある代表者を指す。

配置予定技術者とは、本店の所在の有無は問わない。

①入札書提出日から過去１年以上継続して居住している住所を対象とする。

②住民票及び地元区長による居住を証明する書面の写しを添付する。（住民票及び居住

証明書の有効期間は、取得後１年間とする。） 必ず日付が記入されていること。

③地元区長による居住証明の記載様式は様式６とする。

（２）日高川町内商工業者との取引割合

①直前決算書により、特定科目における町内商工業者（商工会加入事業所）との取引高

金額より割合を算出する。

②割合算出については、商工会に税務申告の控え、町内商工業者の領収証等を提出し、

同会が算出する。

③同会の発行する証明書を添付する。

（３）日高川町との大規模災害時の協定締結

日高川町との間で締結した、「大規模災害時における応急対策業務に関する協定」（日

高川町建設業協同組合）及び、「災害時における応急対策業務に関する応援協定」（日

高川町水道協会）に基づく災害応急対策協力者であることが確認できる者を加点評価

する。それ以外の者は、評価しない。



３．総合評価に関する事項

（１）入札の評価に関する基準

評価項目、評価基準及び配点については、同封する評価点申告書によるものとする。

（２）総合評価の方法

ア）技術提案の内容に応じ、加算点を与える。加算点の最高点数は１５点とする。

また、標準点は１００点とする。

イ）総合評価は、標準点と加算点の合計を当該入札参加者の入札価格で除して得た数値

をもって行う。

（３）落札者の決定方法

ア）入札参加者は、価格及び技術提案をもって入札し、次の①又は②の要件に該当する

者のうち（２）「総合評価の方法」によって得られた数値（以下「評価値」という。）

の最も高い者を落札者とする。

① 予定価格に対する入札書比較価格の制限の範囲内で入札した者。

② 調査基準価格を設けたときは、予定価格に対する入札書比較価格の制限の範

囲内の価格で調査基準価格に対する入札書比較価格以上の価格をもって入札

した者。

イ）低入札価格調査を実施した場合は、日高川町低入札価格調査実施要領【建設工

事】によるものとする。

ウ）入札執行者は、評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせ

て落札者を決定する。なお、当該入札者がくじ引きに参加できないときは、入札事務

に関係のない職員にくじを引かせて決定するものとする。

４．苦情申し立て

（１）入札に参加した者で落札者とならなかった者は、落札者として選定されなかった理由

の説明を、落札者の公表を行った日の翌日から起算して１０日（休日を除く。）以内に、

申し立てることができる。

（２）苦情申し立ての受付窓口及び受付時間

・受付窓口 ： 日高川町教育委員会 教育課

〒６４９－１３２３

住 所 和歌山県日高郡日高川町大字小熊２４１６

電話番号：２２－８８１６

・受付時間 ： ９時から１７時

５．実施上の留意事項

（１）技術提案及び工事費内訳書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。

（２）提出された技術提案及び工事費内訳書は、総合評価以外に提出者に無断で使用するこ

とはない。

（３）技術提案及び工事費内訳書に虚偽の記載をした入札者による入札は、失格とし、入札

参加資格停止を行うことがある。

（４）提出された技術提案及び工事費内訳書は、返却しない。



（５）本要請資料は技術提案及び工事費内訳書作成以外の目的で使用してはならない。

（６）技術提案作成に関する手続についての問い合わせ先は次のとおりとする。

・問い合わせ先 ： 日高川町教育委員会 教育課

電話番号：０７３８－２２－８８１６

（７）落札となるべき最も高い評価値の入札をした者が２人以上ある場合に実施するくじ

の日時及び場所については、発注者から電話等により指示する。



技術提案表紙（例）（様式１） （用紙Ａ４）

令和 年 月 日

日高川町長様

住 所

代表者

令和７年度 学校施設環境改善交付金事業 早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

の技術提案書を提出します。

なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者で

ないこと並びに添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ

先は下記のとおりです。

記

１．問い合わせ先

担 当 者：

部 署：

電話番号：



（様式２） （用紙Ａ４）

同種工事の施工実績等

工事名：令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

会社名：

※ 記載欄の明示は記入例である。

※ 同種工事の施工実績等については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳの写しを提出すること。

※ ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書（工事名、契約金額、工期、工事内容、

及び発注機関と請負業者の印を有する部分が確認できるもの）の写しを提出すること。

※ ＣＯＲＩＮＳ又は契約書で同種工事の施工実績が不明な場合については、構造図、数量

総括表等を添付すること。

※ ＩＳＯ９００１認証については、認定証の写しを提出すること。

該当なき場合も、その旨記載し、必ず提出すること。

同種工事の条件 平成２７年４月１日以降から入札書を提出した日までに、元請けと

して完成し、引渡しが完了した、国又は地方公共団体等の発注する

「グラウンド整備（真砂土舗装）・3,000㎡以上」の施工実績。
共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合の

ものに限る。また、経常建設共同企業体にあっては、構成員の実績

を認める。

工

事

名

称

等

工事名称 ○○○○○工事 【（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）】

発注機関名 ○○○○○○

施工場所 ○○県○○市○○町○○

契約金額 （全体の金額を円単位で記入する）

工期 平成○○年○月○日 ～ 平成○○年○月○日

受注形態 単体 又は○○・○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）

工

事

概

要

構造・型式 ・○○工事 ○○ｍ

規模・寸法等

使用材料・数量

施工条件 ・地形地質条件

・施工方法

ISO9001認証 取得 有・無



（様式３） （用紙Ａ４）

工事成績

工事名：令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

会社名：

※ 工事成績は和歌山県県土整備部及び農林水産部発注の土木一式工事を対象とする。

※ 令和３年４月１日から令和７年３月３１日までに、元請けとして完成・引渡しが完了した工事と

する。

※ 契約額が１，５００万円以上の工事を対象とする。対象となる工事成績が無い場合は６５点とす

る。

※ 共同企業体での工事成績は、出資比率２０％以上のものに限る。

※ 工事成績は工事成績評定通知書により記載すること。

通知書に記載されている工事成績が整数止めでない場合は小数第１位を四捨五入し、整数とする

こと。

※ 平均点は小数第１位を切り捨て、整数止めとすること。

該当なき場合も、その旨記載し、必ず提出すること。

番

号

年度 工事番号 発注課等名 契約金額 受注形態

工事名称 施工場所 工期 工事成績

１ 円

令和 年 月 日～令和 年 月 日 点

２

３

４

５

６

７

８

９

平均



（様式４） （用紙Ａ４）

配置予定技術者の資格等

工事名：令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

会社名：

配置予定技術者の従事役職・氏名 ○○技術者 ○○ ○○

最終学歴 ○○大学 ○○工学科 ○○年卒業

法令等による資格・免許

（例）

１級土木施工管理技士 （取得年及び登録番号）

監理技術者資格 （取得年、有効期限、登録番号及び登録会社）

監理技術者講習 （取得年、修了証番号）

CPD(継続教育)の有無、証明機関 有り 一般社団法人 全国土木施工管理技士連合会（例）

※記載欄の明示は記入例である。

※資格等の写しを添付すること。

※ＣＰＤの証明書の写しを添付すること。（「入札書の提出日」から３ヶ月前までの証明日のものに限る。）

※継続して３ヶ月以上の直接的な雇用関係を証明する書類を添付すること。

※技術提案提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、候補者毎に資料を作成すること。

該当なき場合も、その旨記載し、必ず提出すること。

技術者



※主任（監理）技術者又は特例監理技術者として配置された工事を対象とする。（工期の 1/2以上配置さ

れたものに限る）

主任（監理）技術者又は特例監理技術者として担当した対象工事がない場合は、主任技術者になり

得る資格を有し、現場代理人又は監理技術者補佐として担当した契約額が１，５００万円以上の工

事を対象とする。

※工期と配置期間が異なる場合には必ず配置期間を記載すること。

※工事成績は契約額（消費税及び地方消費税の額を含む。）1,500万円以上の和歌山県県土整備部及び農

林水産部発注の土木一式工事に限る。

※令和３年４月１日から令和７年３月３１日までに、元請けとして完成・引渡しが完了した工事とする。

※当該入札参加者以外に所属して行った工事は対象としない。

※共同企業体での工事成績は、出資比率 20％以上のものに限る。

※工事成績は工事成績評定結果通知書により記載すること。

通知書に記載されている工事成績が整数止めでない場合は小数第１位を四捨五入し整数とすること。

※平均点は少数第１位を切り捨て、整数止めとすること。

※技術提案提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、候補者毎に資料を作成すること。

該当なき場合も、その旨記載し、必ず提出すること。

(様式５）

配置予定技術者の工事成績

工 事 名：令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

会 社 名：

技術者名：

番

号

年度 工事番号 発注課等名 契約金額 受注形態

工事名称 施工場所 工期 工事成績

１

令和○○年度 ○○第○○号 円

○○線○○工事 令和 年 月 日～令和 年 月 日 点

２

３

４

５

６

平 均



工 事 費 内 訳 書（例）

工事名：令和７年度 学校施設環境改善交付金事業

早蘇中学校改修工事（屋外附帯）

会社名：

※直接工事費の内訳は、仕様書に基づき記入する。

※「工事価格」の欄が入札金額と一致しない場合は「失格」となります。

※様式は特に定めません。貴社随意様式で結構です。

費目・工種・施工明細など 数量 単位 単価 金額 備考

直接工事費

共通仮設費計

現場管理費

一般管理費等

工事価格



（様式６）

日高川町長 様

居 住 証 明 書

住 所 日高川町大字

氏 名

上記の者は、令和 年 月より上記の住所に居住していることを

証明します。

令和 年 月 日

（必ず、日付が記入されていること。）

住所 日高川町大字

氏名 ○○区長 ㊞


